
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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江迎町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　戦後、石炭の町として飛躍を続け、昭和30年には人口も18千人を超え北松地域の中心地として隆盛を極めたが、エネル
ギー革命による炭鉱の閉山後過疎地域となり、現在も人口の減少が進んでいる（国勢調査人口：Ｈ7年6,612人→Ｈ12年
6,317人→Ｈ17年5,922人）。また、町内に中心となる産業が乏しいため財政基盤が弱く、財政力指数0.29は類似団体平均
(0.53)を大幅に下回っている。行政改革集中プランに沿った施策に努め、行政の効率化に努めることにより、財政の健全化を
図る。
【経常収支比率】
　89.8％で前年度と比較し1.4ポイント上昇し、類似団体平均（89.1％）との比較においても0.7ポイント上回っているが、人件費
に係る比率については、24.8％で0.1ポイント改善した。今後も退職者不補充等により人件費の抑制に努めるとともに補助費
についても町単独補助の見直しを図り、経常経費の削減に努める。
【実質公債費比率】
　8.1％で類似団体平均（14.9％）を大幅に下回っており健全な指数といえるが、平成21年度より福祉センター建設事業の元
金償還が本格的に開始されるため上昇する見込みである。今後も投資事業の抑制に努め急激な上昇を抑える。

【人口１人当たり地方債現在高】
　847,360円で類似団体平均（610,614円）を上回っている。今後の借入については、緊急性・危険性・重要度などから総合的に
判断し、必要最小限の発行となるように努め、財政の健全化を図る。
【ラスパイレス指数】
　93.7％で類似団体平均（92.4％）を上回っている。今後もより一層給与の適正化に努める。
【人口1,000人当たり職員数】
　10.19人で類似団体平均（12.36人）を下回っている。今後も退職者不補充により定員管理の適正化に努める。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　141,660円で類似団体平均（178,295円）を下回っている。これは、行政改革集中プランに基づく退職者不補充、議員定数削
減、職員給や手当の削減等を実施した効果が上がってきたものといえる。今後もこれまで同様、事務事業全般について徹底し
た見直しを進め行政経費の節減を行い、適正な運営管理に努める。


